
バイク・軽自動車などの廃車や名義変更は３月末までに手続きを

軽自動車税についてのお知らせ

　書類がそろっていないと受け付けできない場合があります。
　下のチェックリストを使って、持ち物がそろっているか事前に確認しておきましょう。

○控除対象配偶者以外の同一生計配偶者に係る定額減税
◆対象者：令和６年中の合計所得金額が 1,000 万円を超え 1,805 万円以下（給与収入の場合 1,195 万円を超え 2,000 万

円以下）で個人住民税所得割が課税される人のうち、令和６年中の合計所得金額が 48万円以下（給与収入の
場合 103 万円以下）の生計を一にする配偶者（国外居住者を除く）を有する人

※控除対象配偶者以外の同一生計配偶者：合計所得金額が 1,000 万円以下の納税義務者と生計を一にする配偶者のうち、令
和６年中の合計所得金額が 48万円以下（給与収入の場合 103 万円以下）の人

◆減税額：令和７年度分の個人住民税の所得割額から１万円を上限として控除されます。

○子育て世帯などに対する住宅ローン控除の拡充
　子育て世帯など（18歳以下の扶養親族を有する人または自身もしくは配偶者のいずれかが 39歳以下の人）が令和６年
に新築住宅などに入居する場合は以下のとおり借入限度額が上乗せされ、令和４・５年の水準が維持されます。

〇令和６・７年に入居予定の新築住宅について、住宅ローン控除の申請を予定している人へ
　令和６年１月以降に建築確認を受けた新築住宅のうち、省エネ基準に適合しない住宅は住宅ローン控除を受けられません。
詳しくは国土交通省ホームページをご覧ください。
（https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk2_000017.html）

〇国外に居住する親族などの扶養控除などの申告に添付または提示しなければならない書類の見直し
　令和７年度の申告以降は、国外に居住する親族の配偶者控除や扶養控除などの申告に添付または提示する必要がある送
金関係書類として、電子決済手段等取引業者の書類またはその写しでその電子決済手段等取引業者が納税義務者の依頼に
基づいて行う電子決済手段の移転によって、その親族などに支払いをしたことを明らかにするものが追加されます。

持ち物

①令和６年中の収入がわかる書類
源泉徴収票・収支内訳書・シルバー人材センターの配分
金支払証明書・個人年金の支払証明書など

②納付証明書
国民健康保険税・介護保険料・後期高齢者医療保険料・
国民年金保険料など

③控除証明書
生命保険・地震保険など

④障害者控除を受ける人
該当者の各種障害者手帳
または障害者控除対象者認定証

⑤医療費控除を受ける人
医療費控除の明細書または医療費通知

⑥寄附金（ふるさと納税など）控除を受ける人
寄附金の受領書などの寄附先と寄附金額を証明する書類

確認 持ち物

⑦手続きをする人（来場する人）の本人確認書類
顔写真あり／マイナンバーカード・運転免許証など１点
顔写真なし／被保険者証・年金手帳など２点

⑧申告者・扶養親族・事業専従者の個人番号確認書類
マイナンバーカード・通知カードなど

⑨確定申告のお知らせ（税務署からのはがき）

⑩所得税の還付を受ける人
申告者本人名義の預貯金口座番号がわかるもの

⑪代理で申告する人
世帯外の人が代理で申告する場合は委任状

⑫国外在住の親族を追加で扶養する人
送金証明書および親族であることを証明する書類

※申告会場での滞在時間短縮のため、特に作成に時間のかかる収
支内訳書や医療費控除明細書については、事前に自宅で作成して
おいてください。未作成の場合は申告相談が後になります。（申
告会場での代行作成は行いません）

確認

税務課　☎32-1103

新築・買取再販住宅

借入限度額
子育て世帯など

それ以外

5,000 万円

4,500 万円

4,500 万円

3,500 万円

4,000 万円

3,000 万円

認定住宅 ZEH水準省エネ住宅 省エネ基準適合住宅

　軽自動車税（種別割）は、毎年４月１日現在の登録所有者に課税されます。廃車、譲渡などにより、すでに車両を所有
していない場合でも、手続きをしない限り軽自動車税（種別割）は引き続き課税されます。４月２日以降に各届け出先で
手続きをしても、月割課税制度ではないため、その年度分の税金が課税されますので、３月 31日（土・日曜日の場合は
前開庁日）までに手続きをしてください。
　なお、３月は窓口が大変混雑しますので、日にちに余裕を持って手続きをしてください。

●手続きが必要となる場合
①車両を譲渡した　        ②使わなくなり処分する（した）
③盗難被害に遭った        ④所有者が死亡した　　　　　　　　　　　　など

●届け出先

※届け出に必要なものについては各届け出先にお問い合わせください。

●各種車両の登録について
　公道を走行しない車両でも軽自動車税（種別割）の課税対象となるため、登録の申告をしてナンバープレートを取り付
ける必要があります。なお、すでに車両を所有している場合で未申告の場合は、速やかに申告をしてください。また、下
記の車両については申告を忘れやすいのでご注意ください。
○農作業用トラクター・トレーラ、フォークリフトなどの小型特殊自動車
○ペダル付き原動機付自転車

●県外で廃車、住所変更、名義変更をしたとき
　養老町で課税されている 125 ㏄を超える二輪車や軽自動車について、岐阜県外で登録内容を変更した場合は、養老町で
の課税を止める（税止め）手続きが必要です。

●臨時運行許可（仮ナンバー）申請について
　未登録や車検切れなどの車両を臨時で運行する場合、申請により仮ナンバーの交付を受けることができます。申請の際
に提示する自動車車検証や自賠責保険証明書が電子交付されている場合、自動車車検証については自動車検査証記録事項
の写しを、自賠責保険証明書については引き続き原本を書面で提示してください。

手続きの方法など、詳しくは町ホームページをご覧ください。

車種

原動機付自転車
（排気量 125 ㏄以下）

小型特殊自動車
（農耕作業用トラクター・トレーラ、フォークリフトなど）

軽二輪
（排気量 125cc を超え 250cc 以下のもの）

二輪小型自動車
（排気量 250cc を超えるもの）

軽自動車
軽自動車検査協会　岐阜事務所
羽島市福寿町千代田三丁目 83番地

☎050-3816-1775

中部運輸局　岐阜陸運支局
岐阜市日置江 2648 番地の 1

☎050-5540-2053

税務課
高田 798 番地
☎32-1103

届け出先

令和７年度から適用される主な税制改正について

申告に必要な持ち物 税務課
☎32-1103
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